


別記様式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（コンサル）
機密データの保存等に関する届出書

令和　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（住所）
（商号又は名称）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者職氏名）

　令和　年　月　日付け「　　　　業務委託契約」に係る業務の遂行において取り扱う機密データの保存等について次のとおり届け出ます。
	１　電子データの機密性区分
（機密性３Ａはクラウド利用不可）
	□　機密性３Ａ（極秘文書相当）
□　機密性３Ｂ（個人情報等等）
□　機密性３Ｃ（非公開情報等）
□　機密性２　（行政事務情報等）
□　機密性１　（公開情報）


	２　機密データの保存に使用する媒体等の名称
例　USBメモリ、社内PC内ストレージ、外付けハードディスク

	



	３　機密データを記憶する記録媒体等の物理的な所在地等
例　米国、システム管理に関するログ情報を保管
	□　日本国内のみ
□　日本国外（全部又は一部）
　（国名）

　（日本国外に保存する機密データの概要）



	４　オンラインストレージ等のクラウドサービスの利用の有無
※　利用契約先が複数ある場合には、サービスごとに記載してください。
	□　有
　（以下の情報を記載すること）
ア　サービス名称

イ　利用契約先の名称

ウ　機密データの物理的保存先に係る情報等

□　無


	５　利用するオンラインストレージ等のクラウドサービスの第三者認証の情報
※　４が「有」の場合のみ記載してください。
※　利用契約先が複数ある場合には、サービスごとに記載してください。

	□　有
□ ISMAP登録
□ ISO/IEC 27017
□ ISO/IEC 27018
□ ISMS（ISO/IEC 27001）
□ その他（SOC2レポート）
□ 別紙 クラウドサービス適合確認

□　無


	６　クラウドサービスのデータ保存先（リージョン）
※　４が「有」の場合のみ記載してください。

	□　日本国内のみ
（所在地の都市）：　　　　　　　　　　　　）
· 例：東京、大阪、北九州、沖縄など

□　日本国外（国名：　　　　　　　　　　　　　）
· 国外に保存の場合は、法的リスクを評価して選定を行うこと。


	７　準拠法・裁判管轄
※　４が「有」の場合のみ記載してください。

	□　日本法のみ

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）


	８　セキュリティ対策
※　４が「有」の場合のみ記載してください。

	□　暗号化の実施（機密性３Ｃ以上は必須）
□　暗号鍵の受注者管理
□　多要素認証の利用


	９　利用終了後のデータ処理
※　４が「有」の場合のみ記載してください。

	□　情報の完全消去
□　暗号鍵の削除による復元困難化


	10　生成ＡＩの利用の有無
※　本業務の機密データの取扱いについて、生成ＡＩ又は生成ＡＩを利用したサービスでの利用の有無を回答してください。また、有とした場合にはアからウについて記載してください。
	□　有
ア　利用サービス名

イ　サービス提供事業者

ウ　生成ＡＩを利用する業務及び作業の具体的内容

□　無


	11　再委託等の有無
※　本契約に係る業務に関して機密データの全部又は一部の取扱いを第三者に委託する予定がある場合は「有」としてください（二以上の段階にわたる委託をする場合及び子会社に委託をする場合を含みます。子会社は、会社法（平成17年法律第86号）第２条第１項第３号に規定する子会社をいいます。）。
	□　有
　（再委託先等の名称）

　（再委託先等に委託する具体的な業務内容）

□　無



　※　今回の届出事項に変更があった場合には、再度届出を行ってください。

【注記事項】
[bookmark: _Hlk210917665]１　機密データの保存等の状況により、安全管理措置上の問題が生じる場合には、機密データの保存方法等について変更を求める場合があります。
２　再委託等を行う場合には、あらかじめ発注者の書面による承諾を得る必要があります（ただし、発注者が設計図書において指定した軽微な部分はこの限りでない）。
３　再委託先等がある場合には、当該再委託先等もこの届出書を提出する必要があります。



